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2025 年 9 月機械受注 
製造業からの受注額の大幅増で民需（船電除く）は 3カ月ぶりに増加 
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[要約] 

◼ 2025 年 9 月の機械受注（船電除く民需）は前月比＋4.2％とコンセンサス（Bloomberg

調査：同＋2.0％）を上回り、3 カ月ぶりに増加した。製造業の増加幅が大きく、非製

造業（船電除く）の受注減を補った。内閣府は機械受注の基調判断を「持ち直しの動

きに足踏みがみられる」に据え置いた。 

◼ 製造業からの受注額は 2 カ月ぶりに増加した。化学工業やはん用・生産用機械、その

他輸送用機械などからの受注が増加し、全体を押し上げた。非製造業（船電除く）か

らの受注は 3 カ月連続で減少した。運輸業・郵便業や情報サービス業、卸売業・小売

業などからの受注が減少した。 

◼ 先行きの民需（船電除く）は横ばい圏で推移するとみている。企業の設備投資意欲は

強い中、企業のマインドの回復も見られることから機械受注の増加が期待される。た

だし、人手不足による工期の遅れなどで設備投資の実行が遅れるとの指摘もある。米

関税政策がもたらす悪影響にも引き続き注意が必要だ。 

図表 1：機械受注の概況（季節調整済み前月比、％） 

 

（注）コンセンサスは Bloomberg。 

（出所）Bloomberg、内閣府統計より大和総研作成 
 

  

2025年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

民需（船電を除く） ▲3.5 4.3 13.0 ▲9.1 ▲0.6 3.0 ▲4.6 ▲0.9 4.2
コンセンサス 2.0
DIR予想 3.4
　製造業 ▲1.3 3.0 8.0 ▲0.6 ▲1.8 ▲8.1 3.9 ▲2.4 23.3
　非製造業（船電を除く） ▲7.4 11.4 9.6 ▲11.8 1.8 8.8 ▲3.9 ▲6.4 ▲8.7
外需 1.9 3.4 ▲13.1 6.8 ▲6.4 8.8 ▲8.4 28.4 9.7
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【総括】非製造業（船電除く）は軟調だったが、製造業の大幅増で全体ではプラス 

2025年 9月の機械受注（船電除く民需）は前月比＋4.2％とコンセンサス（Bloomberg調査：

同＋2.0％）を上回り、3 カ月ぶりに増加した。製造業（同＋23.3％）の増加幅が大きく、非製

造業（船電除く、同▲8.7％）の減少を補った。民需（船電除く）を 3 カ月移動平均で見ると 4

カ月連続で減少しており、内閣府は機械受注の基調判断を「持ち直しの動きに足踏みがみられ

る」に据え置いた。 

内閣府が公表した 2025 年 10-12 月期の見通しによれば、民需（船電除く）は前期比＋0.2％

と、小幅に増加する見込みだ。内訳を見ると、製造業では同▲0.8％と減少が見込まれている

一方、非製造業（船電除く）では同＋0.5％と増加の見込みだ。外需は同▲4.0％となる見込み

だ。 

 

図表 2：需要者別に見た機械受注額 

  

（注）季節調整値。太線は 3 カ月移動平均。 

（出所）内閣府統計より大和総研作成 
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【製造業】大型案件もあり、化学工業やはん用・生産用機械が全体を押し上げた 

2025 年 9 月の製造業からの受注額は前月比＋23.3％と 2 カ月ぶりに増加した。機種別に見る

と、工作機械が減少した一方、産業機械や原動機・重電機、電子・通信機械、輸送機械が増加

した（図表 3 左、大和総研による季節調整値）。業種別では 17 業種中 8 業種が増加した。化学

機械の大型案件が 2件あった化学工業（同＋388.9％）と電子応用装置の大型案件が 1件あった

はん用・生産用機械（同＋29.7％）は前月の反動もあって大幅に増加し、全体を押し上げた。

なお、化学機械は産業機械に分類されており、こうした大型案件が製造業の産業機械の大幅な

増加に寄与したとみられる。その他製造業（同＋21.6％）やその他輸送用機械（同＋40.7％）

といった業種からの受注も増加した。他方で、造船業（同▲47.1％）や電気機械（同▲11.1％）

などからの受注は軟調だった。非鉄金属（同▲8.8％）においては、原子力原動機の大型案件

が下支えしたものの、前月から減少した。 

 

【非製造業】運輸業・郵便業や情報サービス業、卸売業・小売業などからの受注が軟調 

2025年 9月の非製造業（船電除く）からの受注額は前月比▲8.7％と 3カ月連続で減少した。

機種別に見ると、産業機械や工作機械が増加した一方、電子・通信機械や原動機・重電機、輸

送機械が減少した（図表 3 右、大和総研による季節調整値）。業種別では、11 業種中 7 業種が

減少した。運輸業・郵便業（同▲22.8％）は鉄道車両の大型案件があったが、全体では受注増

につながらなかった。情報サービス業（同▲47.6％）や卸売業・小売業（同▲18.0％）などか

らの受注減も下押しした。他方、農林漁業（同＋26.8％）やその他非製造業（同＋10.2％）は

増加し、全体を下支えした。 

 

図表 3：業種別・機種別に見た機械受注額の動き 

  

（注）大和総研による季節調整値。輸送機械に船舶は含まない。非製造業の工作機械受注は少額であるため図

表から除外したが、25 年 9 月は前月比＋16.9％であった。 

（出所）内閣府統計より大和総研作成 
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【外需】原動機・重電機などの受注が好調で、2カ月連続で増加 

外需は前月比＋9.7％と、2カ月連続で大幅に増加した（図表 4）。機種別では、火水力原動機

の大型案件があった原動機・重電機の増加幅が大きかったほか、輸送機械も増加した（図表 5、

大和総研による季節調整値）。他方で、電子・通信機械や産業機械、工作機械は減少した。 

機械受注の外需動向を地域別に見る上で参考になる工作機械受注を確認すると、9 月の外需

は前月比＋0.6％と 3 カ月連続で増加した（日本工作機械工業会、図表 6、大和総研による季節

調整値）。中国（同＋11.3％）からの受注が大幅に増加し、全体を押し上げた。欧州（EU＋英

国、同＋1.4％）からの受注も小幅ながら増加し、緩やかな回復基調が見られる。他方、今年 6

月以降需要が弱含んでいる米国（同▲5.7％）からの受注は 2カ月連続で減少した。（図表 7）。 

工作機械受注は 10 月分がすでに公表されており、内需は前月比＋2.7％と 2 カ月連続で増加

した。外需は同＋8.3％と 4カ月連続で増加し、受注額が高水準で推移していることが目立つ。 

図表 4：一般機械の輸出と機械受注の外需 

 

（注）季節調整値は大和総研。 

（出所）内閣府、財務省より大和総研作成 
 

 図表 5：機種別の機械受注の外需 

 

（注）季節調整値は大和総研。 

（出所）内閣府、財務省より大和総研作成 
 

 

図表 6：工作機械受注の推移（内需・外需） 

 

（注）季節調整は大和総研。直近は 10 月の数値。 

（出所）日本工作機械工業会統計より大和総研作成 
 

 図表 7：工作機械受注の推移（地域別） 

 

（注）季節調整は大和総研。直近は 9 月の数値。 

（出所）日本工作機械工業会統計より大和総研作成 
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【先行き】民需（船電除く）は横ばい圏で推移か 

先行きの民需（船電除く）は、横ばい圏で推移するとみている。2025 年 10 月の景気ウォッ

チャー調査（内閣府）によると、景気の先行き判断 DI（季節調整値）が製造業では 51.3 と 9

月の 48.2から 3.1ポイント上昇し、非製造業では 53.5と 9月の 50.5から 3.0ポイント上昇し

た。米国が「相互関税」を発表した 4 月に企業マインドが大きく落ち込んだ頃からは徐々に改

善してきた。製造業では、9 月の調査で「相互関税」発表前の水準に戻り、10 月の調査では 9

月の水準をさらに上回ったことが確認できた。企業の設備投資意欲が強い中、企業マインドの

回復も見られることから、機械受注の増加が期待される。ただし、人手不足による工期の遅れ

や、資本財価格の高騰などを背景に、設備投資の実行が遅れるとの指摘もある1。また、米関税

政策がもたらす悪影響には引き続き注意する必要がある。米関税への対応として、米国での販

売価格の引き上げやサプライチェーンの見直しに動く企業は徐々に増えるとみられる2。値上げ

で吸収しきれない追加関税のコストや、現地生産・調達拡大に伴う追加的なコストが企業収益

を下押しする可能性が十分に想定される。こうした状況が各国・地域で起これば、設備投資が

悪化しかねない。下振れリスクには引き続き警戒が必要だ。 

 

 
1 日本政策投資銀行「全国設備投資計画調査（2025 年 6 月調査）」（2025 年 8 月 4 日） 
2 詳細は、小林若葉「2025 年 9 月貿易統計」（大和総研レポート、2025 年 10 月 22 日）を参照。 

https://www.dbj.jp/investigate/equip/national/detail.html
https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20251022_025369.html
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（出所）内閣府統計より大和総研作成


